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一、はじめに
1.　比較の中の日本の規制とレント
　各国の政治経済現象を説明する際、政府が社会に対して創出する公共政策
の歪みと政治の関係としてしばしば研究関心を持たれるものに、公共部門に
おける非効率性と特殊利益の問題、さらには政治的腐敗の問題を挙げること
ができる。これに関連して、日本の政策形成をめぐる政治経済環境に内在す
る問題としても、その例に漏れず、かねてより以下のような理解が比較的広
く認識されてきたように思う。
　第１に、既得権が強く規制改革が進まないと言われる日本のそれである。
規制をめぐる政治学の知見の多くは、スティグラーやペルツマンの議論を基
礎としつつ、被規制主体に囚われる規制主体が、その対象への保護を提供す
1　本稿は、201（ 年度日本政治学会研究大会分科会【政府と市場】での報告論文をもとに、これに
　 加筆修正を行ったものである。なお、本稿に関連した議論は、Fukaya(201（) にも示されている。
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ることに一定の機能を見出すことについて、共通理解を持ってきた 2。この意
味では、規制と利益の関係の中で、生産者は、多くの場合、規制主体との利
益共同体として存在してきた。そしてこのことが、生産者重視による社会的
非効率を生み出すものと指摘されてきた。
　試しに、OECD データに基づく規制指標（規制の変化）を相対化の上で
プロットしてみると、たしかに先進諸国の中で日本の生産者規制は比較的強
いものと理解されてきている。ここから、以下の諸点を観察することができ
る（図１（上）参照）。まず、199（ 年から 2013 年にかけての日本の経済的
規制は、生産物市場、小売市場、双方において、「弱く」なっている。次に、
この傾向は、他の OECD 諸国と比べても、その方向性を同じくしている。
しかしながら、日本のそれは、極端に自由市場に移行しているわけでも、あ
るいはまた、「強い」規制を残しているわけでもなく、むしろ、その中間の
位置付けられるような動き方を示している。これは、エネルギー規制や輸送・
通信関連規制に関連して、インフラ市場に目を移しても、同様に観察される
ものである（図 1（下）参照）。
図 1：経済的規制の変化 3
2　代表的には、Stigler(19（4;1971) や Peltzman(197（)。
3　OECD　E-stat より筆者作成。規制の強度を （ 点満点（生産者）、３点満点（小売）、７点満点（イ
　 ンフラ）でそれぞれ表現したものである。なお、アップデート前（200（ 年データ）の規制散布図は、
　 先行研究（曽我 2013）でも議論されており、これを踏襲して作成している。位置付けに概ね変
　 動はない。
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　第 2 に、レントがもたらす政府の非効率性に関連して、日本のそれはしば
しば批判的に表現されることがある。一方で、各国に比べて相対的に政治行
政が腐敗しているかと言えば、公務員の汚職や天下り等多数の問題も存在す
るものの、「腐敗した」官僚制を持つとも認識されているわけではない。先
進諸国のみならず途上国も含めた非効率性と腐敗に関する相対的指標（腐敗
認識指数）でみたとき、途上国ほど腐敗が強いとも理解されるわけではな
い日本の規制環境の姿が想起される 4。ここで、CPI(Corruption Perceptions 
Index)「腐敗認識指数」における相対値で確認するに、日本の位置付けは、
2014 年時点で上位 1（ 位、2001 年時点にて上位 21 位、そして 199（ 年時点で
も、上位 20 位といったように、相対的に上位な位置付けでそれほど変動す
ることなく推移している。
4　レントと腐敗がもたらす官僚制や社会への非効率性、レントシーキング、またその改革の問題
　 に関して、Rose-Ackerman(1999) や Ross(2001) などを参照。これらの腐敗研究で、相対的に特
　 に途上国が対象となることは腐敗の弊害の大きさからも必然性があるものと理解される。ただ
　 し、同様のロジックで、先進諸国でもこうした問題は検討の余地があると考える。
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図 2：腐敗認識指数 （
　この点で、日本の規制とレントの関係は、一般的な腐敗問題として理解で
きるほど単純なものではなく、日本のそれはむしろ「レントシーキングの態
様とその機能」の問題として検討することに、積極的意味を有する可能性が
ありそうである。非効率性を内在することで批判され続けた規制が変動して
いるにもかかわらず、腐敗の相対的位置付けが変化しているわけではない。
規制が強かった時代も、比較的規制が弱くなった時代も、いわゆる「腐敗」
に関する相対的位置付けが変動するわけではなく（最もこのことは他国の変
動も加味した相対値であることを考慮する必要があるが）、少なくも規制を
（　Corruption Perception Index2014 より、上位 100 カ国を選定して筆者作成。無論、この手の主
　 観的ランキングで客観的実態を表現しきれるものではないが、相対的な位置付けは認識可能で
    ある。
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めぐるレントシーキング自体が、既存の政治制度の中で機能してきた（ある
いは制度が変わっても機能している）可能性がある。このことをより精査に
検討する必要がある。
2.　本稿の課題
　上記のように、現代日本の規制を取り巻く状況は、国際的な比較の中でそ
の中間に位置付けられるようにも観察され、これが一定の変化に晒されてい
ることもまた指摘できる状況にある。おそくらはそこにレントシーキングに
基づく規制政治が存在し、非効率性を内在させつつも、これが限られた利益
の分配に一定の機能を果たしてきたものと想像することができる。本稿は、
こうした特徴を持つ日本における規制とレントの実態を把握しつつ、そこで
の変化のパターンを描き出す分析フレームを提示することを目的とする。
　第１に、生産者利益のレントの変化を計量的に把握し、産業ごとのばらつ
きを示す。規制改革とともに産業内部のレントも変化しているとも考えられ、
このいわゆる「生産者カルテルのゆらぎ」（ の実態を把握することに努める。
　第２に、当該産業ごとの集合行為コストの変化を把握する。政策が変化す
る際、しばしばその周辺における特殊利益連合の変化が影響すると考えられ
るからである。この点で、多くの場合、政策が終了することなく維持される
背景として、産業内部での「組織化された利益」が、他の要因を統制したと
してもなお重要な要因として機能するようにも思われる。
　第３に、こうしたレントシーキングの実態を踏まえた政策改革を捉えるフ
レームを議論する。この作業は、政策対象者側の集合行為問題を踏まえ、生
産者カルテルのゆらぎを説明する政治的メカニズムに接近しようとするため
の準備作業となるであろう。
　なお、上記の検討において、本稿は、「産業の動態」に着目する。一般に、
政官業の関係性は、様々なフレームで論じられはするものの、鉄の三角同盟
（　「ゆらぎ」とは、厳密には、平均値からの変動と理解できようが、ここでは、その全体の動き
　 の中でのばらつきを理解しようとする。
（193）
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に代表されるように一定の安定性を持って語られることが多い 7 が、1990 年
代以降、規制変化とともに産業は大きく動いた。このことと政治・政策の関
係を理解する試みもまた必要になると考えられる。
二、規制改革の進捗（１）：規制とレント
1.　センター別規制の変化
　長らく規制改革の遅滞が指摘され続けていたが、実際にどの分野で規制が
弱くなっているのか。一つの指標は、規制についてのデータを俯瞰的に把握
することにある。規制指標をもとに、199（ 年を基準値とした相対値で 200（
年の全体像を把握すると以下の点を指摘することができる（図３）。
　第１に、1990 年代からの相対比では、2000 年代に向けて全体的な規制改
革の進捗をみてとれることができる。第２に、その中でのばらつきも同時に
みてとることができ、すべてのセクターにおいて規制が「弱く」なっている
わけではない。中には規制自体が変化していない「規制持続」型のセクター
も存在しており、相対値で規制が強くなっているセクターもあれば、逆に規
制が弱くなっているセクターが存在する。この点は、すでに新しい知見とい
うよりも、行政と再規制に関する知見の確認となる（真渕 1991; 深谷 201（）。
　例えば、流通政策領域に関わる卸売業セクターや小売業セクターの規制緩
和は、明確に規制緩和が進んだことが観察される。医薬品も相対的には早期
に進んでいることが観察される。一方で、進みの鈍かったセクターも観察さ
れる。例えば、金融セクターは緩やかなラインを描く。その他、農業セクター
（特に米麦生産業）や建築セクターにおける規制はむしろ強くなっているこ
とを指摘することができる。このことは、規制緩和が単純に規制の減少では
ないことを確認するとともに、規制維持・規制強化が進むセクターの存在を
示唆する。あるいは、教育や医療といった一般に規制が強いとされる分野で
7　鉄の三角同盟については、古くは、Heclo(197（) のイシューネットワークに代表され、政治経済
　 をめぐる普遍的現象として認識されている。ただし、日本のコンテクストでも古くよりその問
 　題自体は当然のごとく指摘されこそすれ、その変容と新たな均衡状態に関する実態分析は、実
 　は乏しいようにも思われる。
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も規制が強く残っていることが指摘される（図 4 参照）。
図 3：規制指標の全体的変化 （
図 4：個別セクターの規制指標の変化（199（-200（）9
（　JIP（Japan Industrial Productivity: 日本産業生産性）データベースをもとに筆者作成。199（
　 年を基準値「１」としてその相対値として変動を示したもの。
9　JIP データベースをもとに筆者作成。
（19（）
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2.　産業の動態
　これに対して、産業ごとの生産性のばらつきを指摘することもできる。こ
こでは、JIP（Japan Industrial Productivity: 日本産業生産性）データベー
スをもとに、TFP 成長率を軸として検討することとする 10。一般に、レント
とは、生産者が享受する超過利益のことである。もちろん、産業全体のレン
トを特定することは容易ではないものの、国際比較の上で把握される価格の
相対化（Price Dedifferentiation）、すなわち内外価格差は、そのひとつの指
標になるとされる 11。また、内外価格差と生産性との間に負の相関関係があ
ることを仮定するとすれば、生産性の上昇は、産業レントの減少に繋がると
の仮説を導出できる（長岡 1999）。
　第１に、内外価格差から、産業全体のレントにゆらぎが生じていることを
確認することができる（図 （）。
　第２に、製造業クラスターと非製造業クラスターでその変動を比較してみ
ると、施製造業クラスターに比べ（上の実線）、非製造業クラスタ （ー下の点線）
において、その変動が低位で推移している（図 （）。このことは、非製造業
クラスターの生産性の伸びが乏しいことを含意しており、ここに含まれる多
くの規制産業において、比較的レントが維持されていることが含意される。
図 （：購買力平価換算に基づく内外価格差（レント）の推移 12
10　深尾・宮川 200（ 参照。
11　例えば、Calder(19（4)。内外価格差は、購買力平価を当時点での為替レートで除した値として
　　求められる。
12　本データは、OECD’s ilibrary より収集。特に、OECD 購買力平価 (Purchasing Power 
　　Parities) データをもとに筆者作成。Fukaya(201（) 参照。
（19（）
規制とレントの実態把握
1（2
図 （：生産性上昇率の変化に関するクラスター比較 13
　第３に、個別のセクターに関する市場データを観察してみると、多くはゆ
らぎを見せつつも、生産性を大きく延ばしているセクターがある一方で、逆
に生産性の停滞を見るセクターの存在をみることができる。規制改革の時間
的変化と、産業の生産性の変化には、必ずしも単純な線形の関係が見えない
ことがうかがえる。
図 7：セクター別生産性上昇率の時系列推移（19（（-200（）14 
13　JIP データベース 2013 をもとに、筆者作成。（ 年ごとの平均成長率を捕捉。Fukaya(201（) 参照。
14　JIP データベース 2013 をもとに、筆者作成。
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　例えば、先に例で挙げた米麦産業の TFP 成長率は、安定的に低位で推移
しており、特にマイナス成長であることもうかがえる（このことはレントが
比較的維持されていることに繋がる）。一方で、早い段階で比較的プラス成
長であったのが、小売業や医薬品セクターであり、金融業も変動があれども
生産性を比較的プラスで維持している（図 7）。なお、一般的には、インフ
ラ等の規制産業の生産性は、その動き方は違えども、停滞傾向が指摘される。
この停滞は、レントの残存を示唆する。
3.　規制改革と生産性の関係
　改めて、規制緩和（いわゆる「弱い規制」への再構築）は本当に生産性を
向上させるのだろうか。ここでは、産業ごとの生産性を代表する TFP 上昇
率と規制指標の実証分析を提示する 1（。規制はしばしば成長への阻害要因と
されることから、規制を弱めることは、生産性の向上につながる事が想定さ
れる。JIP データに基づく検討結果からは、概ねその傾向を示しているよう
にも観察され、その意味では、規制改革の進捗（規制が弱くなること）と生
産性の向上に負の相関関係を見出すことができそうである。
図 （：規制改革の進捗と TFP 成長率（生産性向上）1（
1（　なお、ここでの分析は、内閣府『構造改革表報告書 （—近年の規制改革と生産性の関係—』を
　　もとに、JIP データを用いてレプリケーションを行ったものである。ここでは規制の低下と生
　　産性の向上に有意に負の関係が示される。
1（　JIP データベースにおける TFP 上昇率と規制指標をもとに筆者作成。
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　あわせて、199（ 年と 200（ 年の規制の強さと生産性の関係性を比べてみる
と、双方に規制改革の進捗に伴う生産性の向上を指摘することができるもの
の、200（ 年の方が、規制が拡散していること、ならびに生産性にもばらつ
きが生じていることを観察することができる（図９）。
図 9：規制の強さと TFP 成長率 17
　およそこうした変化はあくまで平均的な傾向に過ぎないが、ここでのば
らつきからも「ゆらぎ」の特徴を観察することができる。規制改革の進捗
の程度、そして、生産性の向上の程度から、1990 年代半ばから 2000 年代
半ばに向けて、概ね以下の４つの傾向を示すことができそうである（類型
は表 1）1（。
　第１に、規制改革の進展とともに、生産性の向上を見せているセクターで
ある。2000 年代初頭では、例えば、電気業、ガス・熱供給業、電信・電話業、
医薬品、電子部品といったセクターがここに挙げられる。第２に、規制改革
の進展にもかかわらず、生産性の停滞を見せているセクターである。例えば、
同時期では、小売業などがここにあてはまるとされる。第３に、2000 年代
にかけて比較的緩やかな規制改革にもかかわらず、生産性の向上を見せてい
17　JIP データベースにおける TFP 上昇率と規制指標をもとに筆者作成。
1（　内閣府（200（）を参照して検討。なお、これらは個々の産業ごとの相対値であるため、「個別
　　産業の変化」を相対的に比較するには適するものと考えられる。その意味で、他と比べて分
　　析するのに適しているわけではない。なお、以下で示す産業のばらつきは、当面 2000 年代前
　　半（2002 年までの）データを踏まえているものであり、その後それぞれ変動もしている。
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るセクターである。例えば、金融業などが挙げられる。そして第４に、規制
改革の遅滞にあわせるように、生産性にも停滞を見せているセクターであり、
上下水道、廃棄物処理、教育、民間医療、米麦生産業、建築業といったセク
ターが指摘される。
表 1：規制改革の進捗と生産性 19
三、規制改革の進捗（２）：レントと集合行為コスト
　続けて、各セクターにおける「レントの維持」に着目して、改革過程にお
いて特殊利益を維持するメカニズムについて検討する。
1.　レントを維持するメカニズム
　市場における需要と供給の交錯点が、価格設定の均衡をもたらすとすれば、
その設定によって生まれる余剰が、生産者に属するか、あるいは、消費者に
属するかは、そこで生きる当事者にとって極めて重要な課題となる。もとよ
り、市場自体が政治的に閉ざされた空間でないとすれば、そこに関わる政治
家、そして、当該政策分野に関与する官僚にとっても、ここでの市場への関
与の過程で当事者としての意思決定を促される。ここで、もともとの利益を
持つ生産者側が、従来の規制領域におけるレントを持続的に維持しようとす
れば、何らかの対応が必要となる。特に、このレントの縮小が促進されるよ
うな場合において、既存のアクターはここに戦略的に適応しようとする。あ
るいはまた、新しく領域に参入するアクターは、その「超過利益」を奪おう
と画策する。市場競争はまさにこのぶつかり合いであり、これが「政治的ア
19　筆者作成。
生産性
向上 停滞
規制改革の進捗 進展 ① ②
遅滞 ③ ④
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リーナ」に転嫁した戦略的相互作用が、いわゆる政治過程となる。
　一般に認識される「利益維持」のためのレントシーキングは合法的アプ
ローチを取ることが多い 20。ここでは、資金、情報、人、組織を手段として、
そして現実にはこれらを組み合わせることで、その活動成否を左右する権力
と正統性を確保しようとする。日本の生産者カルテルを支えた規制政治にお
けるレントシーキング活動も、特殊利益を追求する主体の手段として、こう
した幾つかのアプローチをとってきた。第１に、資金の活用である。資金は
政治的サポートを得る上でも一般的に有用な手段であり、政治資金の活用は
この最たる例であろう。第２に、ロビイング活動に代表される情報の活用で
ある。陳情や情報収集のための「接触回数」がこの指標として活用されるこ
とにもそれなりの妥当性がある。第３に、こうした資源を支える人的ネット
ワークの構築である。代表的には、人的資源の交換関係を形成する天下りが
これに妥当し、規制と天下りの「共生関係」21 は少なからず存在していた（曽
我 2013）。
　加えて、規制とレントに関連して実証的にここで考慮すべき論点は、こ
うしたレント維持手段を通じて利益を実現させるための「セクター内部で
のアクター間の利益調整のためのコスト」であると考えられる。政策に対
して働きかけを行うセクター内のアクター同士での選好が多様化すれば、
選好実現のパフォーマンス自体が低下する可能性がある。特に、改革にお
ける一般利益志向の追求は、特殊利益の領域を縮小させる可能性があるが、
これに対し特殊利益側は、戦略的に組織化を推進することで自ら保持する
領域を確保しようとするであろう。22
2.　集合行為問題として捉える「市場」
　この視点からの課題は、環境変化の中での利益集団内部でのレントと集合
20　逆に、これが非合法アプローチになれば、賄賂・汚職といった腐敗の形態と認識される。
21　天下りの実態については、個別セクターを対象とした実証分析の蓄積が必要となる。
22　利益集団の組織化と集合行為の問題（Olson19（（）は、特殊利益の動態を考慮する際の最重要
　　な論点となる。例えば、組織としての労働組合の日本の利益政治の中での変容を論じた久米
　　（200（）参照。
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行為コスト（Olson19（（）の関係を明らかにすることにある。いま、先の規
制改革の進捗に関する類型（表１）と対応する形で、以下のように「規制改
革の進捗」を「集団内部における利益分配の調整コスト」問題として表現す
る 23。加えて、表１の「生産性」の向上・停滞を、「レント」の縮小・維持と
して読み替えてみる。ここで、規制をめぐる「空間」で勝利する（利益を得
る）には、選好の類似した集団間で組織を形成することが一つの選択である
が、場合によってはそれが難しくなる。問題は、規制改革の進捗状況により
集団内部でのアクター間でのレント獲得への適応戦略が異なってくる可能性
にある。
　第１に、既存のレントを縮小させつつも、産業生産性の拡大によりセクター
内部における全体利益が拡大し、一方で超過利益分配のための内部コストが拡
大されているケースである。先の「規制改革の進捗と生産性」類型では①に対
応するものである。このクラスターでは、規制改革の進捗にあわせて従前と比
べ市場が競争的になり、集合行為コストが拡大する。ここでは、既存のアクター
のレントシーキングが難しくなる可能性が示唆される。
　第２に、産業生産性の停滞により全体利益が拡大せず、既存のレントを維
持させつつ、あわせて、セクター内部における利益の分配コストが比較的維
持されるケースである。先の「規制改革の進捗と生産性」類型では④に対応
するものである。利益の拡大維持戦略としての組織化が比較的成功している
可能性を想定することができ、限られたパイの奪い合いを防ぐことで、市場
競争化を防ぎ、集合行為コストを低廉化させることができるセクターとして
理解される。このクラスターでは、既存のレントシーキングが維持される可
能性がある。
　第３に、規制改革の進捗とともに既存のレントは縮小するものの、セクター
内部におけるレントの分配コストが維持されている、いわば先の二つの「中
間領域」である。先の「規制改革の進捗と生産性」類型では③に対応するも
のであり、既存領域が維持されつつ、その既存領域を軸にパイの分配におい
23　これは生産性と集中度の関係に有意に負の相関があることを前提としている。元橋・船越・
藤平（200（）参照。
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て、既存のアクターに優位性が保持されうる。新規参入により競争環境が形
成されるとしても、規制緩和を押しとどめる既存のアクターに優位性が存在
することもあり、ある段階から集中度の上昇を確認することができる。　
　第４に、改革進捗にもかかわらず生産性が伸びず（既存レントを維持させ）、
一方で、セクター内部におけるレントの分配コストが拡大されている「中間
領域」である。先の「規制改革の進捗と生産性」類型では②に対応するもの
であり、生産性の停滞によりパイが拡大せず既存のレントを維持しようとす
るインセンティブが働く一方で、規制緩和により新規アクターの参入可能性
が示唆される。その意味では、従来と異なる「規制・民間関係」が形成され
る可能性が生じる。
　以上を踏まえ、4 つの類型としてまとめたものが「表 2」である。
表 2：集団内部での集合行為問題をめぐる４つの類型 24
3.　事例
　上記 4 類型に照らして、例示的に各セクターの集中度 2（ の変化を観察して
みると、セクター内部での変化は、図 10 に示されるように多様である。こ
こでは、既存の利益を失っているセクターのみならず、それを何とか維持し
ようとするセクターが存在している可能性をうかがうことができる。
24　筆者作成。
2（　集合行為コストに関しては、市場競争度を測る HHI（ハーシュマン・ハーフィンダール指
　　数）を指標として検討している。これが大きければ独占に近くなり集合行為コストが低くな
　　ると捉え、逆に低ければアクターが増え競争が進展することで、集合行為コストが高いもの　　
　　と理解される。Viscusi(200（) 参照。なお、データに関しては、公正取引委員会『累積生産集
　　中度（昭和 （0 年以降）により全体像の把握も行っているが、ここでは生産性を扱った JIP の
　　産業分類類型と対応させるため、JIP 試算による HHI を活用して分析を行っている。
集団内部における利益分配の調整コスト
拡大 維持
集団内部の
既存のレント
縮小 ❶競争進展と集合行為コスト
拡大【表１①に対応】
❸中間領域：集合行為コストの
低廉化 【表１③に対応】
維持 ❹中間領域：集合行為コスト
の拡大 【表１②に対応】
❷集合行為コストの低廉化と競
争制限 【表１④に対応】
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　第１のパターンとして、例えば、医薬品セクターの場合には、1990 年代
から 2000 年代にかけて、相対的に規制改革の進捗と生産性の上昇を見てと
ることができる（逆に言えば、自らのレントを手放すことになる競争進展を
防げられなかったものと捉えることもできる）。ここで医薬品市場の変化を
確認すると、確かに同時期に集中度の低下が観察されており、確かに競争の
進展が示唆される。対抗勢力も増え、そうした競争環境の中で、選択と集中
といった戦略的な資源集約を求められてきた可能性がある 2（。
　また、第 2 パターンとして、農業セクターの場合、規制改革ならびに生産
性ともに停滞してきたことが観察される。試しに、「米麦生産業」に関する
集中度を把握してみると、1990 年代に比べて高い集中度を維持するように
なる。一般に認識される通り、利益集団たる農協の組織化はもともと安定的
なものと理解されてきた 27。この点では、農業保護が比較的安定性を維持し
てきたという指摘にも背景がありそうだが、これが 2000 年代半ば以降、ゆ
らぎ出していることもまた指摘される。
　第３のパターンとして、金融セクターでは、初期の規制改革の停滞にもか
かわらず、生産性の上昇という逆転した状況を抱えた。既存企業の集中化は
一般的には生産性の向上には負の効果を持ちうるが、ここでは生産性向上に
寄与しつつ、既存企業のレントシーキング活動が功を奏したものと考えられ
る 2（。
　その他、第４パターンの例として、規制改革の進展とともに生産性が停滞
する状況に対峙することになったセクターが、小売業となる。既存のアクター
からすれば、競争が進展しつつ生産性が低下するという厳しい環境に置かれ
2（　ただし、医薬品産業は、製造、販売などによって市場も異なり、特に薬価改訂や医療制度に
　　より影響を受ける。その意味で、このデータだけで特徴を把握することは本質的には困難で
　　ある。ここでは流れ上、2000 年代初頭の傾向の指摘のみにとどめ、実態に深く立ち入ること
　　は今後の課題とする。
27　例えば、荒瀬 (2010)。
2（　ここではあくまで同時期の集中度からの例示となる。無論、この集中化の背景にある政治的
　　メカニズムに関する政治過程を実証することは課題として残る。また、金融セクターは、
　　2000 年代後半以降、経済危機の影響を受け、生産性が急激に減少することになったことなど、
　　経済環境の変動も受けやすい。
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ることになり、これに対して集中化の動きも見て取れるが、潜在的に競争的
な市場であることもあり、競争の進展は新規参入も含む多様なアクターに利
益を分散させる懸念を持つ。
図 10：セクター別集中度の変化（199（—200（）29
　もちろん、これらは時期を限定したデータに基づく例示であり、また、こ
うしたレントをめぐる集中化自体も、持続的にその維持を確約するものでは
ない。改革をめぐる変化を踏まえるに、特殊利益の組織化と一般利益志向の
衝突は、再びさらなるゆらぎを見せてくるのであろう。
四、試論：政策改革のダイナミクスを捉えるには
　さて、以上の議論は、利益集団としてのレント獲得への戦略の多様化を示
唆する。ここから、レントをめぐる集合行為問題への対応が各セクターにお
いて多様になっている可能性が想起され、この視点を踏まえることにより、
いわゆる政策改革「後」の実態への接近が可能となる。
1.　既存の制度に規定されるレントシーキング活動
　規制改革に代表されるように、特殊利益主体のレントを崩そうとする多
29　JIP2009 データベースより、筆者作成。
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くの政策改革は、多様なアクターの参入を許容することで、集合行為コ
スト拡大への圧力をもたらす。一方で、この拡大に対して、利益集団内
部における既存のアクターの集中化戦略により、そのコストが低廉化す
るケースがある。
　ただし、競争環境の中での戦略は常に自由なものとは限らない。既存
のカルテル維持のためのこうした集中化戦略が機能的に成功するかある
いは失敗するかは、そこに存在する「制度の環境条件」に規定されるこ
とがある。利益集団内部での集合行為コストを低廉化する上で、利益を
集中させることが一つの戦略だとしても、これを阻害する制度的制約が
あるセクターでは、その失敗のリスクも高くなる。逆に、既存アクター
にとってその制度的制約が小さい場合には、既存のアクターにとって有
利に働くこともあるであろう。例えば、一概に市場といっても、既存ア
クターにとって優位に機能する独占・寡占市場は存在する。
　規制改革を含む「政策改革の動態」を捉える上では、こうしたセクター
ごとに所与となる制度環境を考慮事項として、どの場合に既存アクター
のレントシーキングが機能し、逆に機能しないのかといった観点から、
セクター内部の詳細なケース分析に入っていくことが示唆的である。
2.　政策改革「後」のダイナミクスを捉えるフレーム
　そして、この視点を踏まえて、政策改革をめぐるレントシーキング活動
の実態を捉えることは、エリック・M・パタシュニクが示した政策改革「後」
のダイナミクスに関する議論（Patashnik200（）とも整合的である。
　ここでは、集団の態様（「集団側の政策改革への投資コスト」と「集団
自体の安定性（まとまり）」）により４つの示唆的な政策改革のストーリー
が想定されている。そこで、先に本稿「表２」で示した「集合行為コスト」
とパタシュニクの「集団自体の安定性」を「参入の問題」として対応させ、
また、本稿「表２」で示した「レント」とパタシュニクの「改革への投資
コスト」を「利益の問題」として対応させる形で試論的にフレームを議論
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してみよう。まず、改革過程でレントを維持しているケースを、集団側の
政策改革自体への投資コストが小さいパターンとして理解してみる。ここ
では、集団側が改革自体にコミットせずに、もともとのレントを維持しよ
うとするものと理解する。一方で、改革過程でレントを失っているケース
を、集団側の政策改革自体への投資コストが大きいパターンとして読み替
えてみる。集団側からの改革へのコミットメントは高く、既存のレントは
縮小されることになる。いま、仮にこの読み替えを前提とすれば、以下の
ように政策改革「後」の４つのパターンを想起することが可能となる。
　第１に、「政策改革の後戻り（Reversal of Reform）」が生じるパターン
である。利益集団が組織的に安定的で、集団として政策改革に投資したサ
ンクコストが低いケースが想定される。既存の利益集団が安定的であるが
ゆえに、改革自体が極めて不安定になる 30。第 2 に、「政策改革自体を浸食
する（Erosion of Reform）」パターンである。ここでは、集団側が政策改
革に投資したサンクコストは低いものの、新規アクター参入も含めて集団
自体が流動的になるケースであり、改革プロセスは安定しない。第３に、「政
策改革それ自体を強化する（Entrenchment of Reform）」パターンである。
集団自体が安定的で政策改革に投資が十分に払われているケースに生じる
ものとなる。既存アクターにとっての利点を踏まえて、改革は進むことに
なる。第 4 に、「政策改革が再構築を迫られる（Reconfigulation）」パター
ンである。これは、政策改革に大きな投資をしているが、集団が流動的な
場合に考えられるパターンとなる。
　以上をまとめる、政策改革を捉えるフレームは「表３」のようなマトリッ
クスとして示される。興味深いことに、本フレームは、政策改革がその進行
方向に向けて一様になりえない可能性とともに、政策改革自体がダイナミッ
クに「後戻りまたは再変容するリスク」をも伝えている。特に、いかなる条
件で惰性の力学が働きバックラッシュが生じるかを考える上で、極めて示唆
的なものとなる。
30　ここから、政策改革が遅滞しレントが維持されているケースほど、改革の後戻りも生じうる
　　ことが想定される。
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表 ３：政策改革のダイナミクス 31
　そして、ここで提示されるフレームのように、多くの政策改革が「静態的」
ではなく「動態的」であることを考慮すると（この点で、改革を長期の時間
軸で把握することの重要性（秋吉 2019）が改めて認識される）、政策に関与
する主体のレントシーキング活動とこれを規定する利益集団内部の集合行為
コストがそのダイナミクスを捉える分析への視点として重要になることがう
かがえる。一度作り出された制度が、その後の制度変化を収穫逓増的に規定
する「ポジティブ・フィードバック・メカニズム」（Arthur1994）として機
能するとしても、その内実は、多くの場合、既存の市場制度とそこでの戦略
的な行動の実態に規定されることになる。
　改めて、これらの論理が日本の政策改革過程でどのように機能してきたの
かを考える上では、制度環境を考慮した上での個別市場と政治に関する実証
研究が必要となる。この課題は次なる論考に引き継がれるが、留意すべきは、
政策改革前であろうとも、改革期であっても、そして、改革「後」であって
も、特殊利益をめぐるレントシーキングは生じうるものであり、改革自体の
その後の方向性を規定しうるメカニズムとして機能するという点である。こ
れこそが、制度変化を所与とする時代に求められる政策改革分析への実証的
視座であろう。
31　Patashnik(200（), p.32 をもとに、筆者作成。本書では、米国における６つの政策改革（税制、農業、
　　社会保障、調達、航空、環境汚染管理）の軌跡の多様性が分析対象となる。こうした動態的
　　な動きを捉えるフレームが、日本の政策改革の実態にどこまで適用できるかが、今後の検討
　　課題となる。なお、本稿では議論した規制改革はここでの政策改革の一事例として捉えられ
　　るものとなる。
集団の凝集性(アイデンティティーと提携)
安定的 流動的
集団側の政策
改革への投資
サンクコストが小さい Ⅰ．改革の後戻り
【表２❷に対応】
Ⅱ．改革の浸食
【表２❹に対応】
サンクコストが大きい Ⅲ．改革自体の強化
【表２❸に対応】
Ⅳ．再変容
【表２❶に対応】
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五、結びにかえて
　あるセクターにおいて特殊利益のカルテルが維持され、また別のセクター
においてこれが維持できていないとすれば、それはなぜなのか。こうした問
題関心から、本稿は、日本の規制改革の進捗把握をもとにレント分析への実
証的基礎を提示してきた。ここでは、政策改革そのものへの関心に加えて、
改革「後」の態様が重要であること、かつ、これが利益集団側の動きにより
多様になることを、市場側の集合行為コストとレントシーキング活動に着目
して指摘している。現代日本における政策改革のダイナミクスを捉える上で
は、先に提示したフレームを前提として、あわせて以下の諸点を考慮するこ
とが有益であろう。
　第１に、1990 年代以降、日本の規制をめぐる制度環境は大きく変化して
きたことを踏まえ、同時期に進行してきた２つの制度改革同士の関係を踏ま
える視点である。まず、先に観察してきた規制改革の動きである。規制改革
は、新規アクターの参入を増加させ、市場競争の進展をもたらす。こちらは、
規制をもとに集中していた特殊利益に基づく権力を分散させる方向への制度
改革として理解される。一方で、同時期に経験した選挙制度改革は、小選挙
区制の導入により、むしろ統治者側に権力を集中させるメカニズムとして機
能する。かつて、自民党長期政権を支えてきた制度的仕掛けは、中選挙区制
という必ずしも特定政党のみに便益をもたらすわけではない制度に戦略的に
適応した個別特殊利益の対応とその帰結であった 32。ここでは、有権者獲得
をめぐる政党内部での派閥に基づく特殊利益のカルテルが形成され、規制で
保護された特殊利益からの安定的な得票をもとに、その関係性が維持されて
きた。一般利益を追求する政策志向を強める選挙制度改革は、この前提を変
化させるが、特殊利益は改革を受けてもなお変わらず自ら保持する利益を戦
略的に維持しようとするであろう。
32　日本の自民党長期政権を支えた議論のひとつの理解の前提は、中選挙区制における政治によ
　　る官僚の事後的コントロールにあったとされる。この理解では、階層的プリンシパルエージェ
　　ント関係において、利益集団、政党と政党リーダー、官僚が、それぞれ階層的に委任関係に
　　あることが想定されていた（Ramseyer and Rosenbluth1993; Rosenbluth and Thies2010）。
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　おそらく、同時期に異なる論理を持って進展した２つの制度改革の動きは、
双方の改革のメリットを弱める可能性を持つ。集合行為コストの拡大がもた
らされたとしても、利益集団内部での集合行為コストの低廉化をもたらす利
益集団のレントシーキング活動は、その制度の影響を歪める方向に作用する
（結果、制度変化の効果は逓減されうる）。加えて重要なことに、その低廉化
は、個々のセクターが抱える制約条件（例えば、所与の市場状況や業界団体
の組織化など）に依存する。こうした視点から、先に議論した政策改革の分
析フレームに照らして実証していくことが引き続きの課題となる。
　第 2 に、この制度変化の過程での官僚の市場ガバナンスに関する議論も必
要となるであろう。市場化の進展は、例えば、社会的規制領域の拡大や消費
者保護規制の整備といった新しい規制領域の必要性を議論することにも繋が
る。また、改革の持続の過程で、そこに既存のレントシーキングが維持され
るのみならず、新たなレントシーキング領域が生じることもまた想定され
る。これに対して、官僚はレントの変化にいかに対応し、また、いかにそれ
を活用しているのか。これらはキャプチャーをめぐる問題（Carpenter and 
Moss2014）と整合的であるとともに、官僚制の内部リソースの変化、そし
て統制手法の問題とも連動する。
　最後に、レントの多面的な機能についても言及しておく。一般にレントは、
個別主体への超過利益や社会全体への非効率とともに、冒頭での指摘のよう
な非効率な政府活動と政治的腐敗をもたらす可能性があるものとして批判的
に議論される。この意味でのレントは規範的に「悪いレント」である。一方で、
こうしたレントが、戦後日本の政治経済において「意味」をもってきた側面
も否定し難い。レントをめぐる非効率性は、経済学的にはその余剰とコスト
の分配の問題として議論されるが、政治過程において時にその歪みが制度化
されることで、行政活動において（非効率ながらも）機能的意味を持つ可能
性がある。特殊利益、政治、官僚とレントを、改めて新自由主義時代のレン
トシーキング活動として意味付けていくことができるか。生産者のカルテル
がゆらいだとしても、おそらくそこにはいずれ（消費者も含む）「新たな利
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益のまとまり」が生まれることもある。そこでの余剰の分配と各アクターの
戦略的適応を、ある種の均衡状態として描き出していくことが、「再規制の
ガバナンス」の実態へと接近する一途であるように思われる。
【付記】
本稿は、平成 30 年度科学研究費助成事業（若手研究）の助成を受けた研究
成果の一部です。
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